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伊予市公立保育所・ 認定こ ども 園の運営基本方針 

 

 

はじ めに 

 

 近年、 核家族化の進行や社会情勢の変化により 、 保育を取り 巻く 状況も 変化し ており 、

保護者の就労機会の増加による保育需要の増大だけではなく 、 就労形態も 多様化し 、 延長

保育や一時預かり など保育サービスの更なる充実が求めら れています。  

 そのよう な中、 本市では令和２ 年３ 月に５ 年間の子育て支援の指針と なる「 第２ 期伊予

市子ども ・ 子育て支援事業計画」 を 策定し 、 家庭・ 学校・ 地域・ 関係団体・ 行政が一体と

なっ て、 伊予市民が将来にわたり “ 子ども の笑顔あふれるやさ し いまち” の実現に向け取

り 組んでいると こ ろ です。  

 一方、 現在市内には６ か所の公立保育所と １ か所の公立認定こ ども 園があり ますが、 こ

れら 公立施設における運営経費は、 平成16年度から 一般財源化さ れ、 保育士等の人件費や

施設の老朽化の進行に伴う 維持管理費の増大が見込まれます。 また、 本市における財政状

況は、 歳入の基盤と なる税収はほぼ横ばいで推移し てき まし たが、 今後減少する見込みで

あり 、 合併に伴う 特例措置で維持さ れていた地方交付税が平成28年度から 段階的に縮減さ

れたこ と に加え、 社会保障費の増加も 顕著と なっ ているこ と から 、 今後も 厳し い財源状況

が続く こ と が予想さ れます。  

 また、 社会福祉法人日本保育協会が平成19年度に全国の市を対象に実施し た保育所運営

費に関するアンケート 調査では、 60. 2％の市で財源確保が困難と 回答し ており 、 こ の具体

的対策と し て、 コ スト 削減（ 50. 6％） 、 公立保育所の民間移管（ 21. 8％） 、 公立保育所の

統廃合（ 17. 4％） 等を実施し たと の調査結果も 公表さ れています。  

 こ れら の状況を踏まえ、 本市では限ら れた予算の中で今後も 増大する保育所運営経費へ

の対応と 「 第２ 期伊予市子ども ・ 子育て支援事業計画」 における認定こ ども 園の普及に係

る基本的考え方を考慮し 、 多様化する保育ニーズに対応し ていく 必要があり 、 将来を見据

えた運営方法の検討が必要な時期を 迎えています。  

 そこ で、 平成30年７ 月に作成し た「 伊予市公立保育所の適正規模及び民営化基本方針」

を見直し 、 公立施設の役割分担を明確化すると と も に、 公と 民が協働し て柔軟で充実し た

保育サービスを提供する体制を構築し ていく こ と を目的と し た「 伊予市公立保育所・ 認定

こ ども 園の運営基本方針」 を新たに作成し 、 「 伊予市子ども ・ 子育て支援事業計画」 に反

映し ていく こ と と し ます。  
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１  伊予市の保育の現状と 課題 

 ⑴ 出生数の推移 

   出生数は、 平成26年度まで250名前後で推移し ていまし たが、 平成27年度以降出生

数は減少傾向にあり ます。  

     

 ⑵ 保育施設の入所状況 

   保育所・ 認定こ ども 園・ 小規模保育園（ 以下「 保育施設」 と いう 。 ） は、 小・ 中学

校のよう に学区が決まっ ていないこ と から 、 自宅の近く の施設だけでなく 、 勤務先や

通勤経路上にある施設の利用も 多く みら れます。 郡中地区は、 高い充足率と なっ てい

ますが、 中山・ 双海区域では、 充足率が50％前後と なっ ています。  

 ■令和３ 年10月１ 日現在の入所者数（ 認定こ ども 園は保育所部門の子ども 数）  

保育提

供区域 
区分 保育所名 

定員 

（ 人）  

入所人員（ 人）  
充足率 

3 歳未満児 3 歳以上児 計 

大平 公立 おおひら 保育所 45 5 26 31 68. 9％ 

中村 公立 なかむら 保育所 100 17 36 53 53. 0％ 

郡中 公立 ぐ んちゅ う 保育所 150 32 86 118 78. 7％ 

上野 公立 う えの保育所 75 27 45 72 96. 0％ 

中山 公立 中山認定こ ども 園 34 6 11 17 50. 0％ 

双海 公立 上灘保育所 45 7 19 26 57. 8％ 

双海 公立 下灘保育所 45 7 11 18 40. 0％ 

郡中 私立 さ く ら 幼児園 75 41 53 94 125. 3％ 

郡中 私立 と り のき く じ ら 保育園 110 42 72 114 103. 6％ 

郡中 私立 伊予く じ ら 認定こ ども 園  75 47 48 95 126. 7％ 

郡中 私立 いよ 未来こ ども 園 75 21 46 67 89. 3％ 

郡中 私立 天使幼稚園 20 5 16 21 105. 0％ 

上野 私立 みかんこ ども 園 67 25 36 61 91. 0％ 

郡中 私立 まんぼう 小規模保育園 12 14 0 14 108. 3％ 

郡中 私立 伊予ぺんぎん小規模保育園 12 13 0 13 116. 7％ 

合計 940 309 505 814 86. 6％ 

   ※国が定める設備基準及び職員配置基準を 満たす場合は、 定員を 超えて入所するこ と が可能と なっ ています。  
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 ⑶ 公立・ 私立保育施設の入所者数の推移 

   民間事業者により 、 平成29年度に私立の認定こ ども 園及び小規模保育園が新設さ

れ、 また、 令和２ 年度に公立保育所の民営化及び私立の認定こ ども 園が新設さ れたこ

と により 、 私立保育施設の入所者数の割合が高まっ ています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑷ 年齢別入所者数の推移 

   ３ 歳以上児の入所者数は、 平成31年度の幼児教育・ 保育の無償化により 大き く 増加

し ています。 また、 出生数が減少し ている中でも 、 ３ 歳未満児の入所者数は増加傾向

にあり 、 保護者の共働きやラ イ フ スタ イ ルの変化により 年齢別子ども 数に対する入所

割合は増えています。  
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 ⑸ 公立保育所等の常勤保育士数 

   常勤保育士の正規と 非正規の割合は、 96対４ と なっ ています。 令和２ 年度の公立保

育所の民営化や私立認定こ ども 園の新設により 、 私立保育施設の入所者数が増えたこ

と を 受け、 公立保育施設の常勤保育士数は減少し ています。  

年度 
正規 

保育士 

非正規 

保育士 
合計 

職員比率 

正規保育士 非正規保育士 

平成29年度 44人 33人 77人 57％ 43％ 

平成30年度 47人 23人 70人 67％ 32％ 

平成31年度 49人 30人 79人 62％ 38％ 

令和２ 年度 52人 ０ 人 52人 100％ ０ ％ 

令和３ 年度 53人 ２ 人 55人 96％ ４ ％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑹ 公立保育施設の運営費 

   公立保育施設の運営経費は、 平成16年度から 国が負担し ていた保育所運営費の国庫

負担金が三位一体改革により 一般財源と さ れ、 全額が市負担と なっ ています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■保育所運営費の推移  （ 単位： 千円）  

保育所等名称 平成 30 年度 平成 31 年度 令和２ 年度 

おおひら 保育所 37, 555 47, 632 45, 558 

なかむら 保育所 54, 750 50, 953 67, 487 

みどり 保育所 32, 667 ― ― 

ぐ んちゅ う 保育所 112, 823 141, 276 132, 527 

と り のき 保育所 85, 741 94, 021 ― 

う えの保育所 68, 770 82, 979 103, 368 

中山保育所 33, 265 31, 801 ― 

中山認定こ ども 園 ― ― 39, 133 

上灘保育所 38, 985 38, 305 47, 909 

下灘保育所 35, 158 31, 047 31, 740 

合計 499, 714 518, 014 467, 722 

※工事請負費、 一時預かり 事業費を 除く 。  
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 ⑺ 運営コ スト の比較（ 令和２ 年度決算）  

   保育所等に通う 子ども １ 人当たり の市負担額を比較すると 、 公立保育施設は運営費

に係る国・ 県の財政負担を受けら れないため、 私立保育施設に比べ約４ 倍の経費がか

かっ ています。  

■伊予市内の公立保育施設に対する市の財政負担 （ ７ 施設合計）  

歳出 ① 歳入 ② 市負担額 ③ 

（ ①－②）  

延べ子ども 数 

④ 

１ 人当たり 市

負担額/月 ⑤ 

（ ③÷④）  

１ 人当たり 市

負担額/年 

（ ⑤×12 月）  

保育所運営費 

( 人件費含む)  

保育料 

副食費 

広域入所負担金 

467, 722, 649 円 46, 299, 850 円 421, 422, 799 円 4, 263 人 98, 856 円 1, 186, 272 円 

 

   私立保育施設は、 国が施設の定員規模や地域により 定める公定価格により 算定さ れ

た運営費を、 国・ 県・ 市が負担するこ と で運営さ れています。 運営費の国・ 県・ 市の

負担割合は、 運営費から 利用者負担額（ 保育料） を 差し 引いた額に、 国が1/2、 県が

1/4、 市が1/4の割合で負担する仕組みと なっ ています。  

■伊予市内の私立保育施設に対する市の財政負担 （ ８ 施設合計）  

歳出 ① 歳入 ② 市負担額 ③ 

（ ①－②）  

延べ子ども 数 

④ 

１ 人当たり 市

負担額/月 ⑤ 

（ ③÷④）  

１ 人当たり 市

負担額/年 

（ ⑤×12 月）  

委託費 

施設型給付費 

地域型保育給付 

保育料 

国庫負担金 

県負担金 

548, 455, 910 円 418, 424, 693 円 130, 031, 217 円 5, 579 人 23, 307 円 279, 684 円 

 

 ⑻ 施設整備コ スト の比較 

   公立保育施設の建替えや大規模改修は、 国の補助制度がないため全額市の財政負担

と なり ますが、 私立保育施設の場合は、 国の補助制度を活用するこ と ができ るため、

市の財政負担は1/4と なり ます。  
 

【 公立保育施設の建設整備コ スト 】  【 民間保育施設の建設整備コ スト 】  

      

 

市負担 

100％ 

（ 全額負

担）  

 

国負担 

1/2 

 

  

 県負担 

1/4 

 

   市負担 

1/4 
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 ⑼ 公立保育施設の建築年 

   公立保育施設は７ 施設あり 、 最も 新し い施設は平成22年に整備さ れまし たが、 老朽

化が進んでいる施設が増えています。  

■保育施設の建築年 

保育所 当初建築年月 構造 階数 
床面積 

（ ㎡）  

定員 

（ 人）  
備考 

おおひら 保育所 平成22年２ 月 木造 1 469. 25 45  

なかむら 保育所 平成７ 年１ 月 木造 1 483. 52 100  

ぐ んちゅ う 保育所 平成17年９ 月 木造 2 1, 379. 89 150  

う えの保育所 平成12年２ 月 木造 1 580. 50 75  

中山認定こ ども 園 平成17年３ 月 木造 1 481. 93 40 
令和元年度認定子ども

園化に伴い改修 

上灘保育所 平成12年３ 月 木造 1 421. 04 45 
令和２ 年度施設移転に

伴い改修 

下灘保育所 平成５ 年２ 月 鉄筋ｺﾝｸﾘ ﾄー 2 500. 1 45  

 

 ⑽ 伊予市公立保育所の適正規模及び民営化基本方針の実施状況 

   平成30年７ 月に定めら れた伊予市公立保育所の適正規模及び民営化基本方針に基づ

き、 公立２ 施設を民営化し 、 新たに私立保育所と 私立認定こ ども 園が開設さ れまし

た。  

   また、 集団保育の必要性や施設の効率的な運営等の観点から １ 施設を廃園のう え、

跡地を民間の障がい児通所施設と し て新たに開設し 、 ２ 施設を統合のう え新たに公立

認定こ ども 園を 開設し まし た。  

保育所 実施年度 実施区分 実施内容 

みどり 保育所 令和元年度 
廃園後 

用途変更 

認可保育所と し ては廃止し 、 土地は有償貸与、 建物

は財産処分し 、 民間の障がい児通所施設（ 児童発達

支援セン タ ー） と し て令和２ 年度に開設し まし た。  

と り のき 保育所 令和２ 年度 民営化 
民間の事業者を 公募移管し 、 私立保育所と し て令和

２ 年度に開設し まし た。  

から たち幼稚園 令和２ 年度 民営化 
民間の事業者を 公募移管し 、 私立幼保連携型認定こ

ども 園と し て令和２ 年度に開設し まし た。  

中山保育所 

中山幼稚園 
令和２ 年度 統廃合 

中山幼稚園と 中山保育所を 統合し 、 公立幼保連携型

認定こ ども 園と し て令和２ 年度に開設し まし た。  

中山保育所は廃止し 、 地域で有効活用でき る用途で

の使用を 検討し ています。  
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２  公立保育施設の役割 

  伊予市子ども ・ 子育て支援事業計画に掲げる「 基本目標１  幼児期の学校教育・ 保育

の充実」 、 「 基本目標２  地域における子育ての支援」 を 踏まえ、 次に掲げる目的を果

たすこ と を公立保育施設の役割と し ます。  

 ⑴ 未就学児の減少により 、 民間事業者では保育サービスの提供が困難な地域において

は、 公立保育施設において安定・ 継続的に保育サービスを提供でき る体制の整備に努

めます。  

 ⑵ 通園し ている子ども の保育のみなら ず、 未就園の子育て家庭にも 配慮し 、 全ての子

育て家庭への支援を行う 観点から 、 地域における様々な子育て支援サービスの充実を

図ると と も に、 障がいのある子ども の生活上の支援や就学支援に努めます。  

 

３  公立保育施設の運営基本方針 

 ⑴ 実施方針 

  ① 認定こ ども 園への移行 

    就学前の子ども に関する教育・ 保育や地域における子育て支援を総合的に提供す

る機能を備えた認定こ ども 園への移行にあっ ては、 次に掲げる協議開始の判断基準

に基づき 対象と なる地域関係者及び保護者と の協議を開始し ます。  

   ・ 子育て世帯の生活実態や意向等を考慮し 、 地域の子育て支援サービスの充実を図

るこ と が特に必要と 認めら れるこ と 。  

   ・ 周辺地域の幼稚園機能を備えた施設がなく 、 教育・ 保育の受け皿が不足し ている

と 認めら れるこ と 。  

   ・ 認定こ ども 園の設備基準を 満たすために行う 改修等に係る財政需要が過大でな

く 、 かつ職員配置基準を満たす職員数を、 市全体を通じ て確保できるこ と 。  

  ② 統廃合 

    未就学児の著し い減少が見込まれる地域において、 集団保育の必要性や施設の効

率的な運営等の観点から 、 統廃合などを含む施設の存続のあり 方について、 次に掲

げる協議開始の判断基準に基づき対象と なる地域関係者及び保護者と の協議を開始

し ます。  

   ・ ２ 年間連続し て入所子ども 数が一定数を下回るこ と で、 集団保育の影響による子

ども の成長が阻害さ れると 認めら れるこ と 。  

   ・ 周辺地域の代替施設があり 、 かつ代替施設により 地域の保育ニーズを十分に満た

すこ と ができ るこ と 。  

   ※周辺地域の代替施設と は、 平成29年３ 月31日付け雇児保発第0331第６ 号厚生労働省雇用均等・ 児

童家庭局保育課長通知「 保育所等利用待機児童数調査について」 に掲げる立地条件（ 通常の交通手

段により 自宅から 20～30分未満で登園が可能な場所） を 満たす施設と する。  
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  ③ 民営化 

    公立保育施設の民営化にあっ ては、 単にコ スト の削減のみを目的と するも のだけ

ではなく 、 保護者、 市民、 議会等に対し 説明責任を果たすと と も に、 不安や懸念の

払拭に努め、 円滑に移行でき るよう 十分に配慮すると と も に、 次に掲げる協議開始

の判断基準に基づき 対象と なる地域関係者及び保護者と の協議を 開始し ます。  

   ・ 民営化するこ と で保育施設と し ての役割を十分に発揮し 、 本市全体の保育水準を

高め、 保育環境の向上に寄与と 認めら れるこ と 。  

   ・ 公立と 私立の保育施設の配置バラ ンス、 施設の規模等を 総合的に判断し 、 長期的

に安定し た経営を実施するこ と ができ ると 判断さ れるこ と 。  

 

 ⑵ 手法 

  ① 認定こ ども 園への移行 

    認定こ ども 園は、 幼稚園と 保育所の認可基準を持つ「 幼保連携型認定こ ども

園」 、 認可幼稚園に保育所機能を持たせる「 幼稚園型認定こ ども 園」 、 認可保育所

に幼稚園機能を持たせる「 保育所型認定こ ども 園」 、 認可外保育施設に幼稚園及び

保育機能を持たせる「 地方裁量型認定こ ども 園」 の４ 類型があり ます。  

    本市の公立保育所の認定こ ども 園への移行の手法は、 既存の認可保育所を 活用す

るこ と を踏まえ、 原則「 公設公営の保育所型認定こ ども 園」 により 行う も のと し ま

す。  

  ② 統廃合 

    本市の公立保育所の統廃合の手法は、 統合又は廃園と なる施設の子ども への影響

を最大限考慮し 、 統合又は廃園決定後、 １ 年度以上の経過措置期間を設けるも のと

し ます。  

  ③ 民営化 

    保育所を民営化する手法は、 設置主体は自治体のままで運営を 民間に委ねる「 公

設民営方式」 、 設置主体、 運営主体と も に民間に移管する「 民間移管方式」 があり

ます。  

    本市の民営化の手法は、 公立保育所では対象と なら ない国・ 県負担金の交付対象

と なり 、 安定し た長期運営が可能な財源確保し やすい「 民間移管方式」 により 行う

も のと し 、 移管先は、 保育運営に実績のある社会福祉法人又は学校法人を対象に公

募し 、 プロポーザル（ 企画提案） 方式により 決定するこ と と し ます。  

    なお、 移管先の選定に当たっ ては、 良質で高度な保育内容を確保するために、 学

識経験者、 保護者代表、 市職員等で構成する選定委員会において審査をし 、 決定し

ます。  
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 ⑶ 保育施設の土地・ 建物等 

   統廃合さ れた場合は、 保育施設の土地・ 建物等の有効活用を検討し 、 民間への有償

譲渡と するこ と を原則と し 、 民営化さ れた場合は、 土地は有償貸与、 建物及び備品類

は有償譲渡を原則と し ます。  

   なお、 土地建物及び備品類の譲渡価格については、 不動産鑑定等により 適正な価格

を算定し ます。 ただし 、 施設によっ て補助金の返還や起債の繰上償還が発生する場合

には、 こ れら の額と 不動産鑑定による評価額を比較し 、 いずれか高いほう の額を基本

に設定し ます。  

 

 ⑷ 保育内容等 

   認定こ ども 園への移行、 統廃合、 民営化のいずれの場合であっ ても 、 国が定める職

員配置基準、 設備基準、 保育指針又は教育・ 保育要領に基づき 保育を行う こ と を原則

と し 、 以前に行っ ていた保育内容を最低限実施すると と も に、 市民の保育ニーズに則

し た保育サービスの提供と 質の向上を図り ます。  

 

 ⑸ 市の役割 

   市は、 職員が定期的に訪問し 、 適切な保育が提供さ れているかどう か等保育施設の

状況を確認すると と も に、 施設長等から 保育の実施状況等を 聴き、 必要に応じ て指導

や助言を行い、 施設が安定し た運営を行う フ ォ ローを十分配慮し て行います。  

 

 ⑹ 各手法の実施の流れ 

実施時期 認定こ ども 園移行 統廃合 民営化 

前前年度 議会、 保護者等への説明 

認定こ ども 園の類型の検討 

移行施設の改修等の検討 

議会、 保護者等への説明 

受入施設の選定と 受入施設

の改修等の検討 

財産処分方法の検討 

議会、 保護者等への説明 

移管法人候補者の公募 

移管法人候補者の選考 

移管法人候補者の決定 
前年度 市・ 保護者の意見交換（ 随

時）  

条例改正 

移行保育の実施 

市・ 保護者の意見交換（ 随

時）  

条例改正 

財産処分の手続（ 土地・ 建

物・ 備品類）  

市・ 移管法人・ 保護者の意

見交換（ 随時）  

条例改正 

財産処分の手続（ 土地・ 建

物・ 備品類）  

引継保育の実施 

当該年度 認定こ ども 園への移行 統廃合実施 民営化実施 
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４  各保育施設の方針 

  市全体及び地域の利用定員の調整と その影響、 今後の出生数、 保育ニーズの推移と 入所状況、 長寿命化に向けた施設の改修等を総合

的に踏まえ、 各保育施設の方針は次のと おり と し ます。  

  なお、 実施方針は今後の出生数、 保育ニーズの推移と 入所状況により 変動するため、 実施方針が変更と なる場合は、 議会、 保護者等

に速やかに公表し ます。  

施設名 実施方針と 内容 課題 今後の方針 予定年度 

おおひら 保育所 既存のおおひら 保育所を活用

し 、 公設公営の認定こ ども 園

への移行を目指し ます。  

認定こ ども 園への移行にあっ ては、 職員の定員

適正化計画と の整合を図り ながら 、 認定こ ども

園の運営に必要な保育士資格と 幼稚園教諭免許

の２ つの資格を持つ保育教諭数の確保が課題と

なっ ています。  

既存施設の設備を活用し 、 国の設備基準を 満たし た上で、

認定こ ども 園への移行を目指し ます。  

ただし 、 他施設の認定こ ども 園への移行状況を踏まえなが

ら 、 職員の適正な採用を行っ ていく 必要があり ます。  

令和７ 年度 

なかむら 保育所 北山崎幼稚園と なかむら 保育

所を 一元化し た統廃合と し 、

公設公営の認定こ ども 園への

移行を目指し ます。  

上述の保育教諭数の確保に加え、 北山崎幼稚園

と なかむら 保育所のいずれかの設備のみを 活用

し 、 統廃合による認定こ ども 園への移行を 行っ

た場合、 現在入所が見込まれる未就学児の人数

が、 国の設備基準を 満たさ ない恐れがあり ま

す。  

隣接し ている北山﨑幼稚園と なかむら 保育所の両方の設備

を活用し 、 国の設備基準を満たし た上で、 認定こ ども 園へ

の移行を目指し ます。 なお、 認定こ ども 園への移行後、 国

の設備基準を既存のなかむら 保育所の設備のみで満たすこ

と ができる場合は、 既存の北山崎幼稚園の設備は廃止と し

ます。  

令和６ 年度 

ぐ んちゅ う 保育所 現在の公設公営の保育所を 維

持し ます。  

ぐ んちゅ う 保育所にあっ ては保育需要が高いた

め、 市民の保育ニーズに則し た保育サービスの

提供と 質の向上が必要です。  

ぐ んちゅう 保育所の近隣には、 民設民営の認定こ ども 園が

４ 園あり 、 教育の需要が満たせているこ と から 、 現在の公

設公営の保育所を維持し 、 保育需要を満たし ます。  

実施済 

う えの保育所 伊予幼稚園と う えの保育所を

一元化し 、 公設公営の認定こ

ども 園への移行を 目指し ま

す。  

上述の保育教諭数の確保に加え、 伊予幼稚園と

う えの保育所のいずれかの設備のみを活用し 、

統廃合による認定こ ども 園への移行を行っ た場

合、 入所が見込まれる未就学児の人数が、 国の

設備基準を満たさ ない恐れがあり ます。  

既存のう えの保育所の設備を活用し 、 伊予幼稚園を 廃園し

た統廃合を 行い、 国の設備基準を満たし た上で、 認定こ ど

も 園への移行を目指し ます。  

ただし 、 他施設の認定こ ども 園への移行状況を踏まえなが

ら 、 職員の適正な採用を行っ ていく 必要があり ます。  

令和７ 年度 

中山認定こ ども 園 
現在の公設公営の認定こ ども

園を 維持し ます。  
－ 

現在の公設公営の認定こ ども 園を維持し 、 教育・ 保育の需

要を満たし ます。  
実施済 

上灘保育所 上灘保育所と 下灘保育所を 一

元化し た統廃合と し 、 公設公

営の認定こ ども 園への移行を

目指し ます。  

－ 入所者数が一定数を 下回っ た場合は、 既存施設の設備を 活

用し 、 国の設備基準を満たし た上で、 認定こ ども 園への移

行を目指し ます。 ただし 、 他施設の認定こ ども 園への移行

状況を 踏まえながら 、 職員の適正な採用を 行っ ていく 必要

があり ます。  

令和７ 年度 

下灘保育所 

上述の保育教諭数の確保に加え、 下灘保育所の

所在地は、 保育所の南北が土砂災害警戒区域に

指定さ れており 、 施設の建築から 約30年が経過

するなど施設の老朽化が著し く なっ てきていま

す。  
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伊予市プロスポーツ誘致促進事業費補助金交付要綱 

 
令和５年４月 19 日 

伊予市教育委員会告示第８号 
 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、愛媛県内に本拠地を置くプロスポーツ団体に対し、伊予市で開

催するプロスポーツの試合等を増やし、交流人口の拡大及び地域の活性化に資する

ため、市が予算の範囲内で伊予市プロスポーツ誘致促進事業費補助金（以下「補助

金」という。）を交付することに関し、伊予市補助金等交付規則（令和３年伊予市規

則第９号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものと

する。 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の意義は、規則において使用する用語の例に

よる。 

（補助事業者） 

第３条 補助事業者は、愛媛県プロスポーツ地域振興協議会が支援する団体（以下「団

体」という。）とする。 

（補助事業） 

第４条 補助事業は、団体が市内の公共施設を使用して行う公式試合（団体が所属す

る競技団体により正式に決められた日程に従って行う試合をいう。第６条において

同じ。）及び公式練習（団体が計画的に所属する選手を集めて行う練習をいう。第６

条において同じ。）とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、補助事業とし

ない。 

⑴ 政治的又は宗教的活動を目的としたもの 

⑵ 公序良俗に反するおそれのあるもの 

⑶ 親睦又は個人的な体力増進を目的としたもの 

⑷ その他市長が適当でないと認めたもの 

（補助対象経費） 

第５条 補助対象経費は別表のとおりとする。ただし、市長が特に必要と認める場合

は、この限りでない。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定めるとおりとする。

ただし、補助金の額に千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた額とする。 

⑴ 公式試合 補助事業に要する経費に２分の１を乗じて得た額以内 

⑵ 公式練習 補助事業に要する経費に 10 分の３を乗じて得た額以内 
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（補助金の交付申請） 

第７条 規則第５条第１項に規定する申請は、様式第１号により行うものとし、次に

掲げる書類を添付するものとする。 

⑴ 事業に係る収支予算書（様式第２号） 

⑵ その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定） 

第８条 規則第６条第３項に規定する通知は、様式第３号により行うものとする。 

（交付の条件） 

第９条 補助事業者は、次に掲げる地域貢献活動（伊予市のスポーツ振興及び賑わい

の創出に寄与する公共性のある活動をいう。第 12 条において同じ。）を補助金の交

付を受けた年度内に複数回実施するものとする。 

⑴ 市民を対象としたスポーツ教室等、スポーツの振興を図る活動 

⑵ 伊予市内で開催される各種イベント等への参加 

⑶ その他市長が適当と認める活動 

（補助金の変更等） 

第 10 条 規則第８条に規定する承認の申請は、様式第４号により行うものとする。 

（変更等の承認の決定） 

第 11 条 規則第９条第２項に規定する通知は、様式第５号により行うものとする。 

（実績報告） 

第 12 条 規則第 12 条第１項に規定する報告は、補助事業及び地域貢献活動の完了し

た日から起算して 10 日以内又は当該年度の３月 31 日のいずれか早い日までに、様

式第６号により行うものとし、次に掲げる書類を添付するものとする。 

⑴ 事業に係る収支決算書（様式第７号） 

⑵ 領収書その他支出証拠書類の写し 

⑶ 実施事業及び地域貢献活動の写真 

⑷ その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第 13 条 規則第 13 条に規定する通知は、様式第８号により行うものとする。 

（補助金の請求） 

第 14 条 規則第 15 条第２項に規定する請求は、様式第９号により行うものとする。 

（その他） 

第 15 条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

附 則 

この告示は、令和５年４月19 日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

  



別表（第５条関係） 

区分 補助対象経費 

公式試合 

会場使用料 

空調設備使用料 

照明設備使用料 

会場器具使用料 

公式練習 

会場使用料 

照明設備使用料 

会場器具使用料 
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